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援がおこなわれている。また、地域の人々による
自発的な見守りもおこなわれている。

子どもと同居していない高齢者たちは、農村に
住み続けることを希望している。しかし、健康状
態が良いうちは近隣ネットワークに支えられなが
ら農村で生活することができるが、介護は子ども
の責任とされており、健康状態が悪化したら都市
に住む子どものところへ行かざるを得ない。在宅
介護サービスは整備されつつあるが、老人長期療
養保険制度の適用対象者が中重度の要介護者に限
られていることもあって、利用者は限定的である。
入所施設の利用者はごくわずかである。

統計データの日韓比較分析を手掛かりに、高齢
者が日常生活のなかで取り結ぶ社会的ネットワー
クのあり方を見ることにより、韓国の農村部では
近隣ネットワークが、機械や体力が必要な農作業
の支援、賃金労働、余暇活動や娯楽、食事など日
常生活に直接関わる支援を提供し、高齢者の生活
支援に大きな役割を果たしていることが明らかに
なった。子どもは高齢者の扶養の責任を負う存在
であり、さまざまな生活支援をしながら高齢者の
生活を見守り、必要な場合には介護の役割を果た
していた。また、行政や福祉施設による支援は、
限定的であることがわかった。これらの特徴につ
いて日本の村落の事例と比較することにより、よ
り深い考察が可能となるが、これについては今後
の課題としたい。

(This work was supported by the Korean Research 
Foundation Grant (KRF-2007-322-B00012).)
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（1）超高齢社会は 65 歳以上人口割合が 21％を超えた社
会とするのが一般的であるが、ここでは統計庁 2009
の記述に従っている。

（2）各調査の名称および実施年については、参考文献
参照。

（3）都市規模は、大都市（東京都区部と政令指定都市）、
人口 10 万人以上の市、人口 10 万人未満の市、郡部

（町村）の 4 つに区分されている。
（4）本稿は、韓国学術振興財団の支援による「忠南地

域マウルのアイデンティティと躍動性の研究」（研究
責任者：金弼東　忠南大学校教授）の一環として
2007 年 8 月および 2009 年 8 月におこなった現地調
査に基づく。本稿のための調査には、ユ・ボギョン
先生（忠南大学校マウル研究団専任研究員）、イ・ヨ
ンスク先生（同）に同行していただいた。里長およ
び老人会長へのヒアリングをおこなうとともに、敬
老堂や個人のお宅を訪問して高齢者に対し、家族関
係、経済状態、日常生活、福祉サービス利用状況な
どについてのインタビュー調査をおこなった。

（5）子ども夫婦と同居していても孫がいない場合は 2
世代世帯になるため、日韓の居住形態分類は完全に
は対応していない。

（6）日本のデータによると、60 歳以上の人々のうち勤
労所得のない人は全体 63.9％、郡部 62.4％であり、
国民年金・厚生年金の無い人は全体 24.1％、郡部
26.7％である（内閣府「生活実態調査」: 114-5）。

（7）韓国邑面部：健康 24.0％、普通 13.6％、健康でな
い 62.4％、韓国洞部：健康 32.0％、普通 15.5％、健
康でない 52.5％（保健福祉家族部ほか 2009: 840）。日
本全体：よい 47.4％、普通 29.3％、よくない 23.2％、
日 本 郡 部： よ い 42.6 ％、 普 通 33.6 ％、 よ く な い
23.7％（内閣府「生活実態調査」: 9）。

（8）韓国の高齢者の長期介護必要時の希望居住形態を
みると、「病院・療養施設に行きたい」との回答は邑
面部 29.4％、洞部 37.8％、「子どもといっしょに住み
たい」との回答は邑面部 25.0％、洞部 19.6％である（保
健福祉家族部ほか 2009: 939）。いっぽう、日本の高
齢者の虚弱化したときの希望居住形態は、公的およ
び民間の介護施設が全体で 23.9％、郡部で 20.5％、
子どもや親戚などの家に移る者が全体で 8.0％、郡部
で 8.2％であった（内閣府「住宅調査」：表 7-1）。

（9）韓国で老人長期療養保険制度が導入されたのは、
2008 年 7 月からである。

（10）在宅介護の場合に介護を頼みたい相手は、配偶者
（全体 65.2％、郡部 66.5％）、子ども（全体 54.0％、
郡部 58.7％）、ホームヘルパー（全体 37.8％、郡部
40.8％）である（複数回答、内閣府「健康調査」：152）。

（11）近所の人たちと週に 1 回以上、付き合いをすると
回答した人対象。複数回答。

（12）うち 22 世帯は山中に住むシャーマンで、村落住
民との付き合いはない。

（13）住民たちの集会や行事などの地域活動のために建
てられた公共の建物。農村部では、マウル会館内の
部屋が、高齢者たちのつどう敬老堂として利用され
ていることが多い。

（14）各々が自発的に出すものであり、負担額は平等で
はない。




